
議案第２０号 

 

 

 

   地方独立行政法人総合病院国保旭中央病院第３期中期計画

の変更に係る認可について 

 

 

 

 地方独立行政法人総合病院国保旭中央病院第３期中期計画の一

部を別紙のとおり変更することの認可について、地方独立行政法

人法第８３条第３項の規定により、議会の議決を求める。 

 

 

 

 

 

  令和７年９月２日 提出 

 

 

 

旭市長  米 本  弥 一 郎   

 



２ 

 地方独立行政法人総合病院国保旭中央病院第３期中期計画の一部を次

のとおり変更することについて認可する。 

 第４ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 １ 

予算（令和６年度から令和９年度まで）別紙１の表中（注）以外の部分

を次のように改める。  

                       （単位：百万円） 

区分 金額 

収入 １９４，０３４ 

 営業収益 １８３，２１８ 

  医業収益 １７１，４５５ 

  運営費負担金収益 ８，３１５ 

  補助金等収益 ４７３ 

  その他営業収益 ２，９７４ 

 営業外収益 １，９９９ 

  運営費負担金収益 ５５５ 

  その他営業外収益 １，４４４ 

 臨時利益 ０ 

 資本収入 ８，８１７ 

  長期借入金 ８，８０９ 

  その他資本収入 ８ 

支出 １８９，２９８ 

 営業費用 １７１，５８８ 

  医業費用 １４９，８７８ 

   給与費 ６９，３３４ 

   材料費 ５９，９２４ 

   経費 １９，７７７ 

   研究研修費 ８４３ 

  一般管理費 １７，９８８ 

  その他営業費用 ３，７２２ 

 営業外費用 １，０８９ 



３ 

 臨時損失 ０ 

 資本支出 １６，６２２ 

  工事費 ２，３３８ 

  建設改良費 ６，８７９ 

  償還金 ７，３４７ 

  その他資本支出 ５８ 

 第４ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 ２ 収

支計画（令和６年度から令和９年度まで）別紙２の表中（注）以外の部

分を次のように改める。 

                       （単位：百万円） 

区分 金額 

収益の部 １８５，００４ 

 営業収益 １８３，０９７ 

  医業収益 １７１，０００ 

  運営費負担金収益 ８，３１５ 

  補助金等収益 ４７３ 

  資産見返負債戻入 ３４９ 

  その他営業収益 ２，９５９ 

 営業外収益 １，９０８ 

  運営費負担金収益 ５５５ 

  その他営業外収益 １，３５３ 

 臨時利益 ０ 

費用の部 １８６，９７１ 

 営業費用 １８５，６９７ 

  医業費用 １６２，１３６ 

   給与費 ６９，４２５ 

   材料費 ５９，８２１ 

   経費 ２０，５５８ 

   減価償却費 １０，５９７ 



４ 

   控除対象外消費税償却 ９４５ 

   研究研修費 ７９１ 

  一般管理費 １９，５８２ 

  その他営業費用 ３，９７９ 

 営業外費用 １，０８９ 

 臨時損失 １８５ 

純利益 ▲１，９６７ 

目的積立金取崩額 ０ 

総利益 ▲１，９６７ 

 第４ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 ３ 資

金計画（令和６年度から令和９年度まで）別紙３の表中（注）以外の部

分を次のように改める。 

（単位：百万円） 

区分 金額 

資金収入 ２０４，９７０ 

 業務活動による収入 １８５，２１７ 

  診療業務による収入 １７１，４５５ 

  運営費負担金による収入 ８，８７０ 

  補助金等による収入 ４７３ 

  その他の業務活動による収入 ４，４１８ 

 投資活動による収入 １３６ 

  補助金等による収入 ８ 

  その他投資活動による収入 １２８ 

 財務活動による収入 ８，８０９ 

  長期借入による収入 ８，８０９ 

  その他の財務活動による収入 ０ 

 前事業年度からの繰越金 １０，８０８ 

資金支出 ２０４，９７０ 

 業務活動による支出 １７２，４８３ 



５ 

  給与費支出 ８２，１７８ 

  材料費支出 ５９，９２４ 

  その他の業務活動による支出 ３０，３８１ 

 投資活動による支出 ９，３３４ 

  有形固定資産購入による支出 ６，３８３ 

  その他の投資活動による支出 ２，９５２ 

 財務活動による支出 ８，４９３ 

  長期借入金の返済による支出 ３，１１１ 

  移行前地方債償還債務の償還による支出 ４，２３６ 

  その他の財務活動による支出 １，１４６ 

 翌事業年度への繰越金 １４，６５９ 

  

 


